『真の国益とは何か』　内容まとめ
2月22日

稲垣栞
0，TPPに参加すること
・FTA/EPAを拡大しようとしてきた従来の姿勢との矛盾
・今までにも増して「戦略物資」である食料を他国に依存することになる･･･6
→輸出規制における損害(2008年の例) 
→アメリカの戦略

・中小零細企業の輸入品との厳しい競争の可能性

　→海外展開のある企業は1/2000社程度であり、関税撤廃の恩恵を受ける企業は少ない
1，FTA/EPAとは？

· 本質は差別性であり、関税撤廃などの優遇措置や例外品目は協定ごとに柔軟に設定することが出来る。

· 意図的に競争相手を排除できるため、自国の利益を確保する目的で協定が結ばれ、歪曲された貿易の流れを生み出している(例：アメリカの貿易協定)。
· 「差別化」「排除性」の不利益を回避しようと、FTAを結ぼうとたくさんの交渉が行われている。
2，「例外なし」の有効性の検討←例外化を行わないTPPの有効性の検討
・日タイFTAの試算から
→「例外なし」よりも「除外」のある場合の方が、日本の利益は多く、域外国の損失も少なくなる。加えて相手国は利益の減少はみられるが損害を受けることはない。
・日韓FTAの試算から

→日タイFTAと同様に、日本の利益の増大、域外国の損失の減少がおこる。相手国の損害もみられない。
↓

重要品目を例外化するなどを行うほうが、日本の利益は増加し、域外国の損失も緩和するころができる。(しかし、他国ではベトナム・オセアニア・中南米のように例外化することで損失が大きくなる国もある･･･表1)

同じことが日米、日EUのFTAについても言えるが、日タイ・日韓とは異なり例外化をすることでアメリカ・EUは利益が損害に変わる。したがって、アメリカ・ＥＵの様な国とのFTA/EPA協定の合意は困難であると思われる。
3，TPPの問題の構図←「国益VS農業保護」構図は間違っている
～開放が困難と思われる分野～
· 労働者の移動を含むサービス分野(ex:金融・医療)

· 軽工業品(ex:繊維・皮革・皮革製品・履物など)

· 銅板･･･チリとのFTAで大きな課題になった。

· 鉄鋼・自動車･･･日マレーシアFTA、日タイFTAでの経験。

· 部品・素材産業分野･･･日韓FTAでの障害。

以上の様に農業分野以外にも合意形成の中で問題となる分野は多様にあり、「国益VS農業保護」構図は間違っているといえる。一部の輸出産業の利益によって失われる国益の大きさを考えなければならない。
×「国益VS農業保護」
○「輸出産業の利益VS上記の分野、国家安全保障、環境面のリスク」

4，締結する国との関係と締結の手法の違い
アジア･･･「協力と自由化のバランス」がFTAで相手国に理解を得るためのキーワード
ex:日タイFTA
(日本側の重要品目の例外扱いを求める代わりに、農業分野での援助協力事業の拡充などを進め、双方の利益を高めるFTAを成立させた)

オーストラリア・アメリカ･･･アジアと同様の戦略は不可能。
＋
日本の重要品目輸入額の多くを占める大国に対して、例外化を求めて理解を得られるとは考えにくい
日本が求める形(重要品目の例外化)でのFTAの合意形成は大国とは不可能

↓

TPPに早く参加し、ルール作りの中で例外措置を認めさせる？
↑

｢米を含めてすべての農産物を含めない限り日本とのFTAはありえない｣というアメリカの関係者の発言にみられる様に、自国(アメリカ)は例外を認めさせ、日本の例外措置は認めないという不条理な要求を出してくる可能性がある。

例外なしのTPPでは、日本にとって最も厳しい条件の日豪FTA日米FTAを一気に締結するようなものであり、日本の自給率が14％まで低下(農水省の試算)する可能性がある。

↑
例外なしの場合には所得補償をすれば良いのでは？

↑

米だけでも毎年約1.7兆円の補填であり、米以外の農産物の補填も行おうとすればこれ以上の額となる。これを国民に納得させ、明確な財源の確保を約束する必要がある。それが可能なのか、「とりあえず参加を表明しておいて、例外品目が認められなければ所得保障すればよい」というような安易な対応ではなく、長期的な視野で考えなくてはならない
。
5，TPPの影響←農業の外部性を考慮する場合にどんな影響があるのか
・環境指標の悪化･･･バーチャル･ウォーター、カーボン･フットプリントなど

・農業(稲作)の役割･･･国家安全保障の維持
生物多様性保全機能
洪水防止機能…など

→こうした農業の正の外部効果が失われることは、GDPには直接表れないが考慮すべきことである。
〈外部効果の喪失分もふまえたTPPのGDPにおける影響評価〉

TPPに参加した場合の農業及び関連産業のGDP喪失額(農水省)･･･7.9兆円
TPPに参加しなかった場合の輸出産業のGDP喪失額(経済産業省)･･･10.5兆円

外部効果を考慮しない場合のTPP参加の経済効果(内閣府)･･･2.4～3.2兆円

↑
外部性の喪失を考慮して農水省が行った試算によると、3.7兆円に相当するとされている。

これを考慮すると、[2.4～3.2兆円]－[3.7兆円]＝マイナスとなり、損失の方が大きくなる。

6，戦略物質としての食料←小数の国に食料の市場を独占されることの恐ろしさ
・食料の確保は軍事、エネルギーと並ぶ国家存立の重要な三本柱の一つ。日本はこの認識が薄いように思われる。食料輸入の安定的保証を取付けることの難しさは2007～2008年の世界食糧危機で明らかとなった。いざというときに自国民よりも貿易相手国を優先させる国などはないと思われる。

・世界食糧危機において、トウモロコシ価格のうち干ばつなどの自然現象などの需給要因が半分の原因であり、残りは大量の投機マネー流入や輸出規制などの影響による異常な価格上昇であったと考えられる。
・アメリカは世界の農産物貿易自由化を推し進めてきた。そのため、基礎食料の生産国が減少、アメリカなどの少数の輸出国に国際市場が独占されつつある。

・アメリカの食料による戦略･･･大学教授、ブッシュ前大統領の発言

→輸入国に食料を依存することは食料を通して支配されているようなものであり、国際市場の独占によって小さな需要変動に反応して価格が急上昇しやすく、低価格化が起こりにくくなる。
7，農産物輸出国の強さ(アメリカ)

米国の米生産費＞タイ、ベトナムの米生産費

であるにもかかわらず米の半分以上を輸出できる理由･･･政府からの補填の充実

→米の再生産が可能な生産費を保証する目標価格と輸出可能な価格水準との差が三段階で補填されている。

→安く売っても増産していけるだけの所得補填がある、いくら増産しても安く輸出ができることが保証されている。

この仕組みは米だけではなく小麦、トウモロコシ、大豆、綿花などにも使われている。

この穀物などへの不足払い制度は輸出補助金と思われるが「お咎めなし」である。

日本はこうした補填をせず、WTOルールに忠実である。アメリカなどに比べて農業保護水準が低い。

8，日本が進めていくべきこと
· アジア圏内のまとまりの強化
　欧州圏や米州圏の拡大・進化に対する拮抗力として、日本が国際社会においてプレゼンスを今後とも高めていくためにも、近隣諸国との共存共栄関係を築くことが重要である。
　日本の企業は製品の製造工程をいくつもの生産ブロックに分解し、アジア各国に各工程を割り振っている(フラグメンテーション)。この場合、アジア各国に割り振られた各工程を結びつけるサービス・リンク・コストを節減するためにも東アジア全体の共通市場化が有効である。

· 本当の意味での「強い農業」へ
　TPPの議論が浮上する前から日本農業の高齢化、食糧生産の弱体化は言われてきたことである。日本農業が国民への基礎食料供給と国土・地域保全という社会的使命を今後とも果たせるように「強い農業」を目指さなければならない。
　単純に規模の拡大をするのではオーストラリアなどの新大陸型農業国と同じ土俵にたつこととなり、競争にならない。地元、日本にはもちろん、アジアなど日本の食料品を高く評価してもらえる国に供給するべきである。

〈具体的な提案〉
米･･･「いいものを少しでも安く」売ることで販路を拡大していく戦略に。また、日本の米で世界に貢献する戦略も考えられる。
農業の担い手･･･支援強化を。リタイヤされる方が増えている一方で、農業に関心をもつ者も多いが、経営安定には時間がかかり、赤字経営が多い。そのため、新規参入者に対して10年間程度の経営安定対策を仕組むことも必要である。
集落営農･･･他産業並みの給与水準が実現できず、オペレーターの定着に苦労しているケースが多い。そのため、給与に対して財政支援を行うのも効果的ではないか。
� また、例外が認められる場合でも米においては毎年5250億円の補填額であり、現状維持に加えて食料自給率50％を達成しようとする場合にはさらに莫大な財政負担となる。
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